
2025年 4月 1日 

 

早稲田速記医療福祉専門学校 

校長 川 口 拓 也 様 

 

                                  学校関係者評価委員会 

                                  委員長 石 川 幹 夫 

 

2024年度学校関係者評価報告 
 

  2024年度学校関係者評価について、下記のとおり評価結果を報告します。 

 

記 

 

１ 学校関係者評価委員 

・黒田江里（保護者） 

・森川雅彦（元東京都立晴海総合高等学校 相談部主任 主幹教諭） 

・石川幹夫（本校卒業生） 

 ・篠塚 功（株式会社 To Do ビズ代表取締役） 

 ・藤井寿和（合同会社福祉クリエーションジャパン代表） 

 ・齊藤つばさ（株式会社ＭＣＣマネジメント 管理本部 人材開発部 採用課） 

 ・赤塚敦子（公益社団法人東京都看護協会 財務担当理事） 

 

２ 学校関係者評価委員会の開催状況 

 ・第１回委員会 2024年 ６月 29日（会場：早稲田速記医療福祉専門学校研修室） 

 ・第２回委員会 2024年 10月 26日（会場：早稲田速記医療福祉専門学校図書室） 

 ・第３回委員会 2025年 ３月 １日（会場：早稲田速記医療福祉専門学校研修室） 

 

３ 2024年度学校関係者評価報告書 

  別紙１のとおり 

以上  

 

 

 



 

 

別紙１ 

2025年 4月 1日 

早稲田速記医療福祉専門学校 

学校関係者評価委員会 

 

2024年度学校関係者評価報告書 
 

○学校関係者評価委員会に報告された、本校の 2023年度の教育活動及び学校運営に関する下記の資料

と委員会における報告、説明について点検、確認し、以下の通り項目毎に評価報告をまとめた。 

①2023年度重点目標達成の自己評価 

②2023年度活動の自己評価報告書（点検大項目） 

③2022年度学校関係者評価報告書に示された意見・課題への取り組み 

 

Ⅰ 総評 

（黒田委員） 

・退学者が減ったことは、学校の面倒見のよさが如実に表れた数字だと思う。 

・募集に関しては、私とその周りの狭い範囲の話にはなるが、高校が専門学校を進学先に挙げてくれな 

い。４年制大学に行くのが当たり前のようになっているが、子供たちの選択の幅も狭めてしまう。親 

としては、技術や知識が必要な仕事は専門学校のほうがよいということを知ってもらいたいと思う。 

 

（森川委員） 

・教育環境、資格取得、就職状況などを細かく見ると、こんなに良い内容の教育をしているところは珍 

しいのではないかと改めて思った。 

・学校関係者としては、やはり募集関係が気になる。本人や保護者への対応も重要だが、高校側の進路 

指導の先生にも業界や仕事の内容を知らない先生が増えてきている。教育産業やエージェントを巻き 

込んで何とかならないものか。人が集まらない業界に目を向けてもらえるよう、微力ではあるが取り 

組んでいきたい。 

 

（石川委員） 

・昨今の募集状況にどうしても目が向いてしまう。教育の中身と高い教育実績が、入り口である募集に 

結びつく好循環を生み出す施策について、検討を重ねていただきたい。 

 

（篠塚委員） 

・退学者も減り、資格試験の合格率も非常に高い。 

・授業アンケートの結果からも学生が学校に対して反抗的な意識がなく、好意的に見てくれていること 

が分かるので、先生方の努力はすばらしいと思う。 

・募集については心配だが、一度社会に出ていろいろな社会経験を積んだ人に、医療・福祉業界に目を 

向けてもらうことも大事だと思うので、社会人を取り込んでいく取り組みは続けてほしい。 

・就職した卒業生がどれぐらい力を発揮できているか情報収集をして、発信するとよいと思う。私も都 

内の医療法人や社会福祉法人に関わっているので、専門学校生をどんどん採るように働きかけていこ 

うと思う。 

 

（藤井委員） 

・今までは先生方の人柄が売りなのかなと思っていたが、新しいことにチャレンジしていく姿も学校と 

しての売りだと思う。 

・きれいな建物や施設は一つのメリットだが、評価委員である私が見きれていなかったぐらいなので、 

うまく伝えていくとよい。 

・ＳＮＳには、動画や先生方の表情などから得られる安心感があるので、継続していただきたい。 

・何十年も前に海外に渡った人が高齢者になり、介護で困っている現状がある。介護福祉士がニューヨ 

ークやハワイで働ける時代になってきていると考えると、留学生を含め、グローバルな要素がある専 

門学校を目指すとよい。 

・介護福祉士の魅力として、100％就職は当たり前で、その 10年後の 30代､40代から面白くなる職種だ 

ということを伝えていただきたい。 



 

 

（齊藤委員） 

・毎年説明会に伺って、学生の明るい表情、先生方とフレンドリーに会話をしている様子を見て、本当 

にいい学校だなと感じているので、この学校の良さをもっと発信していただければと思う。 

・ドラッグストア業界の人間として働く場の魅力を広げていきたいと思うので、今後とも連携、協力を 

お願いしたい。 

 

（赤塚委員） 

・教育内容、学生の生活面等に対する心のケアを含め、すごく丁寧に支援されている。これを学校の強 

みとして継続していただきたい。 

・応募する学生が減少しているのは社会全体の課題だと思うが、協会も含め様々なところで、看護師や 

医療人になりたいという人が少しでも増えるよう働きかけていきたい。 

 



〇項目ごとに学校関係者評価をまとめ、課題または改善を要求する点には下線を引いた。 

 課題・改善への要求に対する学校側の回答には文頭に「●」を付すことで区分けした。 

 

 

➀2023年度重点目標達成の自己評価 

2023 年度重点目標 達成するための計画・方法 中間点検 
年度末点検 

達成状況 今後の課題 

１．基本方針 

建学の精神「不偏不羈」（かたよらずとらわ

れず）に基づき、変化していく社会の中で、

専門性と社会性のバランスのとれた学びを

提供し、組織の中核的存在となる職業人の

育成に取り組む。またこれまでの教育ノウ

ハウの集約と充実を図り、学生・卒業生・採

用機関等のステークホルダーからの支持を

さらに高め、オンリーワンとして選ばれる

学校の地位を確立する。 

 

２．重点目標 

上記の基本方針のもと、以下４項目を本

年度の重点目標とし、特に(1)に掲げた

18 歳人口減少期における学生確保に全

力を注ぐ。 

(1) 各学科とも中期計画で設定した学

生確保をめざし、魅力的なカリキュ

ラム、教育環境、就職状況等のＰＤ

ＣＡサイクルを活用して見直して

いく。 

 ～コロナ禍で高校生たちの「社会経

験値」が大幅に下がっている。その

ため医療・福祉分野の職業が視界に

入っていない。復調までの数年間、

医療・福祉分野の仕事の魅力発信と

本校の魅力の再発見と発信を行っ

ていく。 

(2) 社会人、既卒者向けの教育展開を

企画、実施する。 

 ～昨年に引き続き既卒者向け教育プ

ログラムの検討・実施・開発を行っ

(1)学生確保 

 ・従来の媒体誌等のアナログによる広報活動の限界

が見えており、今のＺ世代に向けたＳＮＳ等によ

る情報伝達手法に取り組む。しかし、これまでど

おりの進路指導を行っている高等学校もあること

から、アナログとデジタルと両方の活動に取り組

む。 

 ・オープンキャンパスにおいて本校の魅力を最大限

伝えるため、その一つである「教職員と学生との

関係性」を可視化していく。また学科運営計画と

して、他校の広報資料を検討し自学科の魅力を再

発見することを掲げ、それを以て広報活動につな

げる。 

 ・日常の学生生活を発信することが、高校生が学校

選びをする重要なファクターとなっている。そこ

で教職員の了解を得ながらキャンパスライフを動

画・画像を撮影してもらい、ＳＮＳを通じて発信

していく。 

 ・高校教員向けに、業界の理解を促進していくため

の催しを行っていく。 

(1) 学生確保 

・広報室、校長直轄のＳＮＳチーム、募集委員会と

連携し、また外部のｗｅｂマーケティング会社と

も協議を重ね、本校ならではのＳＮＳ戦略を策定

中である。そのためにも学内から発信するための

トピックス集めが重要であり、教職員宛てに各種

会議において、校長からトピックス募集を伝達

し、協力を仰いでいる。 

・オープンキャンパスにおいて、本校が伝えたい「学

生と教員の距離感」を醸成するため、コロナ禍に

十分配慮しながら、話題づくりのため３年ぶりに

ケーキやお菓子の提供を再開した。これによって

個別相談の雰囲気が飛躍的に改善した。 

・高校教員、保護者向けに、医療業界の未来，ＡＩの

代替性等の業界理解促進のため、医療機関職員の

必要性、将来性についてレクチャーを受け、教職

員で共有した。今後これを元に制作物等につなげ

ていく。 

(1) 学生確保 

 全般的に入学生の確保に大変苦戦し

た。特に定員数の大きい医療事務系が

大きく落ち込んだ。看護科も志願者減

少となった。一方、介護福祉科は 17年

ぶりに定員充足した。 

・広報室、募集委員会と連携し、学内

情報のＳＮＳによる発信を強化で

きた。トピックスも各学科、教員か

ら積極的に集まるようになり、教職

員全体での募集意識が高まった。 

・ほぼコロナ前のオープンキャンパス

運営に戻り、「学生と教員の距離感」

を参加者に示すことができるよう

になった。 

・高校教員、保護者向けに、業界の将来

性、人材ニーズ等をまとめたリーフ

レット「病院職員のみらい」を作成し

た。 

(1) 学生確保 

 コロナ禍を経て高校生の医療事務・

薬等の業界離れが顕著である。競合他

校でも大きく落としており、医療機関

で働くことの魅力である、やりがい、

将来性、キャリア等を訴え、マーケッ

トを一から作っていくことが重要で

ある。 

・ ＳＮＳ発信をより強化し、多様なチ

ャネルから分野の魅力度を上げて

いくことが必要である。 

・ さらなるＯＣの出願率を高める工

夫が必要である。学科説明や進行な

ど参加者からの意見を募り、改善を

はかる。 

・ 次年度に高校教員向けの説明会等

を実施する。 

 

(2)社会人・既卒者向けプログラム 

 ・経営企画室を中心として、前年度より手掛けてい

るハローワーク等の求職者、離職者訓練について、

①医療事務系、②登録販売者系、③介護職初任者

研修系の企画・運営を行い、そこを足がかりとし

て、より収益性の高いプログラム開発を行う。 

 ・今後の展開として専門学校内で行うか、別組織で

行うか、またその場合に医療福祉系の教育以外に

も可能性があるか、外部企業（人材紹介・派遣）と

の連携の模索等、本科以外の発展の可能性を探る。 

(2)社会人・既卒者向けプログラム 

・残念ながら②は選定を受けたものの最少催行に達

せず開講できなかった。③についても同様に選定

は受けたものの応募２人と開講に至らなかった。

この点を踏まえ、時期、ネーミング、カリキュラム

の検討を行い、社会人向け教育のニーズに応えて

いく。 

・現時点では想定した企画の開催ができていない。出

口のニーズはあるものの、この売り手市場を背景

に応募者がいないのが現状である。今後の人材需

要動向を見ながら、継続または異分野への展開を

検討する。 

(2)社会人・既卒者向けプログラム 

・24年 1 月より、①の医療事務系が

16 人で開講できた。 

・他の離職者訓練期間の開催、募集状

況を見ると、ＩＴ・ＷＥＢ分野や日

本語教育分野は活況であるが、本校

では医療・福祉分野に特化した方

が、講座の認定、受講生確保、就職

実績の面で現実的であると判断せざ

るを得ない。 

(2) 社会人・既卒者向けプログラム 

・ 今年度の講座企画について検証の

結果、ハローワークへの認知不

足、また常設講座でないと訓練生

確保が困難であると判断し、一定

期間、開講し続けることが重要で

ある。 

・ 他の分野への参入は、教員確保と

校名とのミスマッチの観点から

相当な期間が必要である。 



ii 

 

ていく。 

(3) 日本語学校との連携強化と教育プ

ログラムにより外国人留学生の入

学を促進する。 

 ～激震の続く日本語教育機関の動向

を視野に入れながら、各種機関・団

体と連携し、まとまっての入学促進

をはかる。 

(4) ハイブリッド型授業運営、カリキ

ュラムの共通化により効率的な学

科運営を推進する。 

 ～通学にハードルがある学生たちに

向け、より検定合格率を高める繰り

返し視聴できる教材として、効率的

な大人数を対象とするため、ハイブ

リッド型の授業に取り組んでいく。 

※ より広範囲な志願者を集めるため、

校名変更の検討を進める。 

 ～学内にも校名への抵抗感が強い

が、高校生たちにとってもはや「速

記」は知らない単語である。他分野

への展開も含め校長の検討課題と

する。 

 

(3)日本語学校との連携 

 ・日本語学校総連合会を始め、従来からお付き合い

のある各種日本語教育機関と連携した学生の受け

入れ（紹介制度）や、福祉施設の保証人制度、外国

人材あっせん機関との連携を行い、また新たに始

まる「外国人留学生キャリア形成支援プログラム」

の認定をめざし、より外国人留学生の入学促進を

はかる。 

 

(3)日本語学校との連携 

・入学実績のある日本語学校を 20校程度、報告と出願

促進のため訪問し、広報活動を行った。また在学生・

卒業生の紹介制度の存在を告知した結果、そのルー

トを通じたＯＣ参加が見られた。また現時点で留学

生増が見込まれることから、東京都介護福祉士等修

学資金の保証人制度先を増やすべく開拓と依頼のた

め施設の訪問を実施。 

・外国人留学生キャリア形成支援プログラムの認定を

受けるべく、準備を進めている。 

(3)日本語学校との連携 

・事務局を中心に日本語学校約 30校を

訪問し、出願と介護福祉士修学資金

の保証人の開拓を行った。結果、介護

福祉科、医療事務ＩＴ科、くすり・調

剤事務科、看護科合計 17人の留学生

を迎えることとなった。 

・外国人留学生キャリア形成支援プロ

グラムは制度成立自体が遅れてお

り、認定には至っていない。 

(3)日本語学校との連携 

・今後、さらに留学生入学者の獲得を

めざして、日本語学校との連携を強

化していく。 

・文部科学省「外国人留学生キャリア

形成支援プログラム」の認定を受け

る。 

(4)ハイブリッド型教育 

 ・2024 年から始まるくすり・調剤事務科での一人一

台タブレット教育に向けて、経営企画室にて準備

を進める。 

(4)ハイブリッド型教育 

・現在、導入に向けた業者選定を行っている。コンテン

ツについては学科にてデジタル化への作業が進んで

いる。 

(4)ハイブリッド型教育 

・ 業者選定が終了し、申込者は 14 人中

10 人であった。コンテンツのデジタ

ル化は完了した。 

(4)ハイブリッド型教育 

・24 年度から運営を開始し、さらに人

数の多い学科に展開していくか検

討していく。 

※校名変更 

(2)の状況を見ながら、検討していく。 

※校名変更 

(2)保留（デジタル化へ展開するか否か理事長として検

討しているため、今回は記述しない） 

※校名変更 

・学科ラインナップ等が変わらず、「速

記」だけを削除するのであれば、却っ

て旧知の顧客を喪失するだけであ

る。新領域の学科設置を行う際に校

名変更を実施する。  

※校名変更 

・新領域の開拓が必要である。そのタ

イミングにて校名変更を実施する。 

 

 【学校関係者評価】 

  ○建学の精神である「不偏不羈」に基づき、専門性と社会性のバランスのとれた学びを提供し、組織の中核的存在となる職業人の育成に取り組んでいる。 

○これまでの教育ノウハウの集約と充実を図り、学生・卒業生・採用機関等のステークホルダーからの支持を高め、選ばれる学校（プレステージ・スクール）としての地位を確立している。 

  ○TPCの育成と強化については、授業や学生生活を通して、より一層学生の対話力が身につくような取り組みをしてほしい。 

   ●学生が対話力をより身につけるには、人との関わり合いの場が必要であり、アフターコロナにおける諸活動の再開により再び対話力育成に取り組んでいく。 

  ○TPCは、業界が変化しても普遍的に必要とされる項目であるため、学生に備わっているかを定期的に評価する仕組みを設け、PDCA を回しながら身につけるようにしてほしい。 

   ●TPC は学生たちが今後職業人として歩んでいくコアスキルであるため、担任による各種面談と就職活動を通した CSCとの接点の中で把握をしている。 

○新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、卒業生、社会人、外国人を対象とする新規の教育事業が展開できなかった。今後の実施に期待したい。 

 ●次年度は離職者訓練等の社会人対象教育プログラムの開発およびラインナップの拡充を図る。 

○教職員が互いに当事者意識を持ち、協力して組織としての円滑な対応を進めている。 
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②2023度活動の自己評価報告書（点検大項目） 

基準１ 教育理念・目的・育成人材像 
 

■点検中・小項目 

1-1 理念・目的・育成人材像 

1-1-1 ■理念・目的・育成人材像は、定められているか 

1-1-2 ■育成人材像は専門分野に関連する業界等の人材ニーズに適合しているか 

1-1-3 ■理念等の達成に向け特色ある教育活動に取り組んでいるか 

1-1-4 ■社会のニーズ等を踏まえた将来構想を抱いているか 

■点検結果：教育理念・目的・育成人材像は、全ての点検小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．理念・目的・育成人材像 

(1)理念・目的・育成人材像の設定 

○本校は初代校長の示された建学の精神をもとに、教育理念、教育目的、教育目標

を定め、それを「川口学園の専門学校教育に関する基本文書」としてまとめてお

り、その中で本校が育成する人材像を明確にしている。 

○教育目標として掲げる実践的能力は以下の通りである。 

①専門実務能力 ②問題解決能力 ③情報管理能力 ④対人関係能力 

○本校の教育理念、教育目的を実現するために「学科」を設け、目指す人材を育成

している。校長を中心に、学科の改廃を含む検討を行っており、校務運営会議に

学科再編計画を随時提案している。 

○学科は、教育目標に基づく具体的な教育活動を「カリキュラム」、「学科運営計

画」に定め、年間計画を示している。 

○建学の精神、教育理念、教育目的、教育目標は、出願希望者に配付する「入学案

内書」、在学生、教職員に配付する「学生生活ガイド」、及び本校の「ホームペー

ジ」に明記している。 

１．理念・目的・育成人材像 

(1)理念・目的・育成人材像の設定 

○学校全体・学科ごとの教育理念・目的・育成人材像は明確に定められているおり、

特段課題ない。 

〇今年度、各学科の３ポリシー（アドミッション、カリキュラム、ディプロマ）に

ついて、現状に合わせて見直しを行った。今後も定期的な見直しが必要である。 

１．理念・目的・育成人材像 

(1)理念・目的・育成人材像の設定 

○職業実践専門課程の要件である、学校関係者評価や各学科の教育課程編

成委員会、また実習巡回における情報収集、卒業生からのヒアリング等を

活用し、各学科の育成人材像の設定が適切かを確認していく。 

 

(2)育成人材像と業界等の人材ニーズへの適合 

○関連業界や職能団体等からの情報収集、資格試験等の動向や関連業界からの講

師派遣に関する協力を得るとともに、現場での実務実習等の機会を通じて業界で

求められる人材要件を確認しつつ、「学科運営計画」に明示している。 

(2)育成人材像と業界等の人材ニーズへの適合 

○教育課程編成委員会からの意見とシラバス、教材等の突合により建設的な意見は

挙げられたが、特段の不適合な事項はなく、課題はないと判断する。 

(2)育成人材像と業界等の人材ニーズへの適合 

○引き続き教育課程編成委員会やその他の各業界との連携を強化し、情報

を得ることで本校の教育と業界の人材ニーズとの適合性を確認していく。 

 

(3)理念等の達成に向けた特色ある教育活動 

○理念を実現するための人間力の基本的な要素として①考える力(Tｈink)、②積

極性(Positive)、③対話力（Communication）の育成が重要であると捉え、教

職員が一丸となってその実現に取り組んでいる。 

(3)理念等の達成に向けた特色ある教育活動 

○ここ４年間、コロナ禍により社会性を体得させるための、各種行事や各学科の実

習等に制限があった。今年度５月に５類に移行したことにより、ほぼコロナ前に

復すことができた。 

 

(3)理念等の達成に向けた特色ある教育活動 

○コロナの５類への移行を受け、学校全体での行事や各学科の実習を完全

に復活することができた。今後はさらにアクティブラーニング、フィール

ドワーク等の社会性を醸成する取り組みを完全に再開し、シラバスにもグ

ループワーク等を盛り込み、一層社会性をはぐくむ取り組みを行ってい

く。 

 

(4)将来構想 

○中期計画（2022～2026年度）を策定している。 

○「中期計画」や年度ごとの「事業計画」、「学校運営方針」は、文書や説明会、定

例の会議等において教職員に繰り返し周知している。 

○今後の社会構造に鑑み、外国人留学生の受け入れ促進による共生社会を実現す

るための教育機関をめざしている。 

○社会人のキャリアチェンジや能力開発に資する附帯教育の充実を進めている。 

(4)将来構想 

○中期計画（2022～2026年度）の見直しを行った。 

 

(4)将来構想 

○見直し後の中期計画実現のための、実現のためのアクションプランが必

要である。 
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【学校関係者評価】 

○建学の精神のもとに、教育理念、教育目的を明示している。また、専門性、コミュニケーション能力、社会人としての基礎的能力の養成を教育目標に明確にするとともに、TPCの育成、強化を推進している。 

○入口、出口、教育の３つのステージについてバランスよく考え、実践されている。 

○育成する人材は、専門分野に関連する業界のニーズや定められた養成人材像に適合している。 

○教育課程編成委員会や本委員会における意見・提案から、専門分野に関連する業界の人材ニーズを把握し、教育活動や教育課程編成に反映させている。 

○国家試験を受験する学科においては、指定規則による教育課程を基礎に業界で求められる人材要件を踏まえた編成を行っている。 

○職業実践教育をさらに充実させるためにも、引き続き関連業界との連携の強化に取り組んでほしい。 

   ●職業実践教育の充実のため、次年度以降も引き続き関連業界との連携を進めていく。連携内容は学科ごとに異なるため、学校関係者評価報告書に示された意見・課題として学科ごとに計画を立て、推進する。 

  ○理念を実現するための人間力の基本的な要素として TPC の育成が重要であると捉え、教職員が一丸となってその実現に取り組んでいる。 

○現場での実習を取り入れるなど、各学科において実践的な教育を行っている。職業実践専門課程への取り組みも進めており、医療秘書科、介護福祉科、看護科、くすり・調剤事務科、医療事務ＩＴ科が認定を受けている。 

○将来構想は、本校を設置する川口学園において策定している。中期計画も明確である。適宜、見直しも行っており、2017 年～2021年の中期計画を見直し、新たに 2022年～2026 年の中期計画を策定している。 

○外国人の支援や社会人の学び直しは新型コロナの影響により、刻々と変化しているが、引き続き社会のニーズを的確にとらえ、先を見越して運営することが望まれる。 

   ●外国人留学生や社会人の学び直し等、多様化するニーズに応えられるよう、募集活動の促進とプログラムの開発に取り組む。 

○ＳＮＳへの取り組みや美容医療関連のコース科目の導入など、時代のニーズに柔軟に取り組む方針を評価する。 
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基準２ 学校運営 
 

■点検中・小項目 

2-2 運営方針 2-2-1 ■理念等に沿った運営方針を定めているか 

2-3 事業計画 2-3-1 ■理念等を達成するための事業計画を定めているか 

2-4 運営組織 
2-4-1 ■設置法人の組織運営を適切に行っているか 

2-4-2 ■学校運営のための組織を整備しているか 

2-5 人事・給与制度 2-5-1 ■人事・給与に関する制度を整備しているか 

2-6 意思決定システム 2-6-1 ■意思決定システムを整備しているか 

2-7 情報システム 2-7-1 ■情報システム化に取り組み業務の効率化を図っているか 

■点検結果：学校運営は、全ての点検小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．運営方針 

運営方針の設定 

○学則に定めた学校の目的、及びそれを達成するための教育目標に基づき、「事業

計画」との整合を図った上で、校長は年度毎の重点項目を定めた「学校運営方針」

を文書化している。学科長はその学校運営方針に基づき「学科運営計画」を作成

している。 

○各年度の「学校運営方針」は、新年度開始時に開催する教員会等を通じて、その

年度の「事業計画」と共に校長より常勤の教職員に示している。また、年度初め

の兼任講師を含めた全教員会においても校長から説明している。 

○教育方針の浸透、共有化のために、常勤の全教職員が一堂に会する教職員全体

会を定例化している。 

○運営方針は「校務分掌」に具体化して明示し、伝達している。毎年度開始時に教

職員に示し、各教職員はそれに従って担当する校務を遂行している。 

○浸透度については、自己点検、学科運営計画点検等において確認している。ま

た、教職員の計画達成に対する認識を確認するための目標面接を行っている。 

１．運営方針 

運営方針の設定 

○建学の精神、教育理念、教育目的に合わせた中期計画、それを単年度に落とし込

んだ事業計画が策定され、理事会・評議員会の議を経て年度初めの事業計画説明

会にて配布、説明されている。 

〇各学科運営は、前年度に校長・副校長・学科長が学科運営計画・自己点検結果の

振り返りを面談にて実施し、新年度の学科運計画素案を作成、副校長・校長がそ

れを承認する形で新年度に各教員に提示される。 

〇学校運営のための「校務分掌」も同様に、前年度の振返りを踏まえ次年度の配置

や計画案に落とし込まれ、担当者に引き継がれる。 

〇以上により、特段の課題はない。 

 

 

 

１．運営方針 

運営方針の設定 

○年度末にさまざまな振り返りと次年度に向けた計画立案が同時並行で進

むため、面談・記録方式で作成することとした。さらなる省力化に向けた

取組が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．事業計画 

事業計画の策定 

○2017～2021年の中期計画を見直し、2022～2026 年の中期計画を策定した。 

○毎年、単年度の事業計画を定め、年度当初に教職員に示している。 

○理事会の事業計画、予算編成方針に基づいて学校の事業計画、年間運営計画を

策定し、各学科、事務局各部署において運営管理している。 

○「事業計画」の執行・進捗管理については各部署で適宜実施するとともに、年央

の理事会において確認している。 

２．事業計画 

事業計画の策定 

○事業計画に対する実行、評価、改善結果を明確に判断し、年央理事会・評議員会

に報告していく。 

 

２．事業計画 

事業計画の策定 

○年度途中にあっても必要に応じ、事業計画の評価と見直しを行っていく。 

 

３．運営組織 

(1) 設置法人の組織運営 

○本校を設置する法人である川口学園は、寄附行為に基づき理事会、評議員会を

適切に開催している。理事会、評議員会においては必要な審議を行い、適切に議

事録を作成している。寄附行為を改正する場合は、適正な手続きを経て改正して

いる。 

(2) 学校運営のための組織の整備 

○学校運営に必要な事務及び教学組織を整備している。現状の組織を体系化した

「組織運営細則」「組織図」等を整備している。本校の学校運営の組織は、「川口

学園組織図」「校務分掌組織図」に示している。 

○「組織運営細則」「校務分掌組織図」及び関連する細則等において各部署の役割

分担や会議、委員会等の決定権限、委員構成等を明確にしている。会議、委員会

３．運営組織 

(1) 設置法人の組織運営 

○関係法令、寄付行為に従い理事会・評議員会を適切に開催しており、監事は毎回

出席し意見を述べている。 

〇内部監査室による監査をおこなっており、三様監査体制が確立されている。 

〇特段の課題はない。 

(2) 学校運営のための組織の整備 

○組織運営に必要な教学組織と根拠規程は整備され、各種重要会議は議事録が遺さ

れている。 

〇法人全体に関わる規程の改正、見直しは理事会の議を経て行われ、教職員に周知さ

れている。 

〇特段の課題はない。 

３．運営組織 

(1) 設置法人の組織運営 

○引き続きコンプライアンスを意識した運営を行っていく。 

 

 

 

(2) 学校運営のための組織の整備 

○組織体制は毎年見直し、効率的、実効性のある運営を行っていく。必要に

応じて規程・規則・運用ルールの見直しを行う。 
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等の開催毎に議事録（記録）を作成し、学内ネット上に公開している。 

○規則・規程等は、必要に応じて適正な手続きを経て改正している。 

○目標面接制度、自己申告制度、自己啓発制度、階層別研修などを通じて、意欲及

び資質の向上への取り組みを行っている。 

 

４．人事・給与制度 

人事・給与制度の整備 

○採用は法人本部が所管しており、採用基準・採用手続きについて規程等で明確

化し、適切に運用し、出願書類、筆記、一次面接、役員面接等の手順に従って実

施している。 

○教員の採用は学生数の変化に関連し、欠員補充的な対応になる傾向があるが、

必要人材は確保している。 

○事務職員の採用は計画的に実施しており、研修も適切に行っている。 

○業務運用の適正化を図るため、法人本部より、「就業に関する運用事例集（第５

版）」が職員・契約職員等に配付された。 

○新人事制度の導入に向け、法人本部を中心に準備を進めている。 

○各種規程を含め、賃金制度を整備し、運用している。事務職員、教員ともに目標

面接、考課を実施し、適正に運用している。考課者訓練を必要に応じて実施して

いる。 

４．人事・給与制度 

人事・給与制度の整備 

○人事・給与制度は、顧問社労士や人事コンサルタントの指導を受け、理事会の承

認を経て整備されている。 

〇次年度より導入される新人事制度に向け、研修や制度説明会が適切に行われてい

る。 

〇教員採用は、適切な人材の確保に苦労している。 

〇事務職員も若年層の流動化が起きており、今後の定着について仕組み作りが必要

である。 

 

４．人事・給与制度 

人事・給与制度の整備 

○制度整備は現状では問題ない。 

〇新人事制度は導入した以降、発生した課題解決に是々非々で取り組む。 

〇卒業生を中心に、教員候補者をストックしていく。 

〇定期的な採用が必要である。 

５．意思決定システム 

意思決定システムの整備 

○意思決定のプロセスと仕組みは制度化している。 

○本校は、校長を議長とする校務運営会議を最高議決機関として意思決定を行っ

ている。また「組織運営規定」に各担当、レベルに応じた責任と権限を明記して

いる。 

５．意思決定システム 

意思決定システムの整備 

○特段の課題なし。 

 

５．意思決定システム 

意思決定システムの整備 

○特段の課題なし。 

 

６．情報システム 

情報システム化の取り組み 

○教職員一人に一台パソコンを配備し、学内ネットワーク化により、速やかな情

報提供・共有化を行っている。 

○教務、学務、庶務等の学事システム及び学校内の情報伝達は学内ネットワーク

「サイボウズ」によりシステム化している。 

○学生・教員データは年度ごとに管理されている。また、検定、成績、インターン

シップ等のデータは都度更新されている。 

○学事データは必要に応じてマスターデータが更新される。また、使用者の限定

や閲覧の制限を設けてセキュリティを行っている。 

６．情報システム 

情報システム化の取り組み 

○特段の課題はない。 

 

６．情報システム 

情報システム化の取り組み 

○学事システムの移行を進め、よりＤＸ化に取り組む。 

 

【学校関係者評価】 

○教育目的及び教育目標に基づき校長が定めた学校運営方針と事業計画、また、年度の重点目標と達成するための計画・方法に従って教育活動と学校運営を行っている。 

○運営方針の周知の仕組みはしっかりとしている。常勤の教職員に対する浸透度の確認は工夫して進めている。兼任講師に向けた働きかけの工夫が引き続き求められる。 

 ●学科運営方針については、学科長と校長・副校長面談の上で確認を行っているが、兼任講師への説明時期が先になっているため、学科運営計画の作成時期を見直した。 

○校長が策定した年度毎の事業計画と、各学科、事務局各部署、校務分掌組織の運営計画に基づいて、適切に業務を執行している。 

○事業計画は、文書や説明会、定例の会議等において教職員に繰り返し周知されている。 

○校長を議長とする校務運営会議のもと、校務分掌組織図に役割等を明確にした委員会等により学校運営を行っている。 

○教職員の採用、人事、給与に関する制度を整備し、安定した体制のもとで教育活動と学校運営を行っている。 

○校長を議長とする校務運営会議を最高議決機関として意思決定を行い、安定した体制のもとで教育活動と学校運営を行っている。 

○学校内の情報伝達はシステム化している。また、学園全体で個人情報の漏えい防止に取り組んでいる。 
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基準３ 教育活動 
 

■点検中・小項目 

3-8 目標の設定 
3-8-1 ■理念等に沿った教育課程の編成方針・実施方針を定めているか 

3-8-2 ■学科毎に修業年限に応じた教育到達レベルを明確にしているか 

3-9 教育方法・評価等 

3-9-1 ■教育目的・目標に沿った教育課程を編成しているか 

3-9-2 ■教育課程について、外部の意見を反映しているか 

3-9-3 ■キャリア教育を実施しているか 

3-9-4 ■授業評価を実施しているか 

3-10 成績評価・単位認定等 
3-10-1 ■成績評価・修了認定基準を明確化し、適切に運用しているか 

3-10-2 ■作品及び技術等の発表における成果を把握しているか 

3-11 
資格・免許の取得の指導

体制 

3-11-1 ■目標とする資格・免許は、教育課程上で、明確に位置付けているか 

3-11-2 ■資格・免許取得の指導体制はあるか 

3-12 教員・教員組織 

3-12-1 ■資格・要件を備えた教員を確保しているか 

3-12-2 ■教員の資質向上への取り組みを行っているか 

3-12-3 ■教員の組織体制を整備しているか 

■点検結果：教育活動は、全ての点検小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．目標の設定 

(1) 理念等に沿った教育課程の編成方針・実施方針の設定 

○各学科は目指す人材を育成するための計画・方法を設置趣意書に明記し、その

実現に向けた計画や方法を、学科運営計画、カリキュラムに明記している。 

○職業教育に関する方針は「教育目標」に集約されている。本校は、次の４つの能

力が職業人としての基本であると考え、それを「教育目標」として、これらの能

力を高めるために実践的な教育を行っている。 

1．専門実務能力 2．対人関係能力 3．問題解決能力 ４．情報管理能力 

そのために以下の育成を基本方針として定め、「学科運営計画」に各学科の方針

と目標を示している。 

①考える：Think  ②積極性：Positive ③対話力：Communication 

(2) 学科ごとの修業年限に応じた教育到達レベルの明示 

○資格・免許の取得の意義及び取得指導・支援体制は、「設置趣意書」や「学科運

営計画」において明確に示されている。 

１．目標の設定 

(1) 理念等に沿った教育課程の編成方針・実施方針の設定 

○各学科の教育理念・目標を具現化する教育課程編成方針がとられ、学科運営計画、

シラバスにも明記されており、特段の課題はない。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 学科ごとの修業年限に応じた教育到達レベルの明示 

○毎年の学科運営計画に応じた教育到達レベルを示し、その達成度を確認、翌年度

の計画に反映させており、特段の課題はない。 

１．目標の設定 

(1) 理念等に沿った教育課程の編成方針・実施方針の設定 

○毎年、学科運営計画の見直し、教育課程編成委員会からのチェックを受

け、ＰＤＣＡを回し続ける。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 学科ごとの修業年限に応じた教育到達レベルの明示 

○入学者の学力レベル、学生気質が変化していることから、毎年目標設定の

見直しと授業・教材の見直しを行っていく。 

２．教育方法・評価等 

(1) 教育目的・目標に沿った教育課程の編成 

○カリキュラムの編成は、校長の指示のもとに学科の管理責任者である学科長が

学則関連細則である「カリキュラム編成のガイドライン」に基づいて行ってい

る。 

○カリキュラムの編成は、校務運営会議において決定している。校務運営会議の

記録は学務課において作成、保管している。 

○各学科のカリキュラムは学科の教育目標を基礎にして、専門学校設置基準及び

通達・告示により、また法令等により指定を受けた介護福祉科、看護科にあって

はそれぞれの指定基準及び通達・告示に従って編成している。 

○カリキュラムは、基礎科目、専門科目、関連科目及び講義科目、演習科目、実

技・実習科目等の時間配分を把握しながら編成している。修了に係る授業時数、

単位数は講義要項に明示している。 

○シラバスは、「講義要項作成に関する手順及び記載例」に従って授業担当教員が

作成し、学科長が確認したものを、学年始めに、「講義要項」として配付してい

２．教育方法・評価等 

(1) 教育目的・目標に沿った教育課程の編成 

○教育目的・目標を意識した教育課程編成となっており、特段の課題はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．教育方法・評価等  

(1) 教育目的・目標に沿った教育課程の編成 

〇時代の変化に伴い教育目的・目標が時代や社会に適合しているか、さまざ

まなチャネルを通じた情報収集と検証を継続していく。 
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る。一コマごとのテーマと授業の内容・進め方については示しているが、コマシ

ラバスの作成については、現状では個々の教員に任せられている。 

○カリキュラムは、「カリキュラム編成のガイドライン」に従い、また、教育課程

編成委員会や学校関係者評価委員会の提言なども参考に、各学科で定期的に見

直しを行っている。 

(2) 教育課程への外部意見の反映 

○カリキュラムの編成に際し、各学科で在校生や卒業生への意見聴取を実施し、

反映させている。また、授業アンケートの結果や実習先、就職先からの情報を取

り入れている。 

○職業実践専門課程である医療秘書科、くすり・調剤事務科、介護福祉科、看護科

においては、教育課程編成委員会と学校関係者評価委員会での議論、提言を踏

まえて、次年度のカリキュラムを検討、編成している。医療事務 ITと診療情報

管理科においては、医療事務分野教育課程編成委員会の議論・提言と合わせて

次年度のカリキュラムを検討・編成している。 

○職業実践教育の効果については、各学科の背景や事情により様々な形態で確認

等を行っている。具体的には卒業生報告会や卒業生支援講座後の懇談会、企業

（病院）説明会、面接会、またホームカミングデー（同窓会）など来校時、及び

実習や就職訪問時に意見聴取やアンケートを行っている。 

(3) キャリア教育の実施 

○専門性を獲得する専門教育と、その専門性を生かすための社会人化教育を包含

したものを本校のキャリア教育ととらえ、カリキュラムの中に、キャリア形成

基礎力を醸成する「キャリアサポートプログラム」を組み込んでいる。 

○キャリア教育の一層の成果を向上させるため、初年次導入教育を含め、「キャリ

アサポートプログラム」の内容充実のためのプロジェクトチームを校務分掌に

おいて編成し、教育内容・教育方法・教材等について工夫している。 

○キャリア教育の効果について、卒業生、就職先等の意見聴取やアンケートを行

っている。 

(4) 授業評価の実施 

○自己点検・自己評価委員会を中心に、各学科で実施体制を整備し、Webで実施し

ている。 

○学生による授業評価は、授業期毎に実施している。 

○授業評価の実施における関連業界等との協力体制は、現時点ではない。学校と

しての独自の取り組みである。ただし、教育課程編成委員会及び学校関係者評

価委員会に報告し、委員からの意見等を参考にしている。 

○授業アンケートの個別の集計結果は全体の集計結果と共に各担当教員と学科長

にフィードバックしている。また、全体の集計結果は教員会及び学科会議で報

告し、分析、検討のうえ、「学科運営計画」に反映させている。 

○常勤教員は授業アンケート結果へのコメントを記述し、学科長へ提出して授業

評価結果を授業改善に活用している。兼任講師には 2018 年度後期より任意の提

出を依頼している。 

 

 

 

 

 

(2) 教育課程への外部意見の反映 

○「職業教育のマネジメント」に従い、ディプロマポリシーに関し、教育課程編成

委員より意見を徴し、出された意見に従って教育課程の見直しを行っており、特

段の課題はない。 

昨今、コロナ禍による学生気質の変化と現場のＤＸ化の普及に伴い、より個別的、

丁寧な指導を行う必要が生じているが、教育課程編成自体の見直しは毎年実施で

きており、特段の課題はない。 

 

 

 

 

 

 

 (3) キャリア教育の実施 

○特にコロナ禍を経て学生の気質が変化したためキャリアプログラムも見直しを

行っている。 

○卒業生に対し、キャリア教育の有効性を検証していく。 

 

 

 

 

 

(4) 授業評価の実施 

○全般的にアンケートの回収度が上がってきたため、今後、学校・学科との乖離が

ある項目について検証が必要である。 

〇未確認講師もいることから、活用の促進をはかる。 

 

 

 

 

 

(2) 教育課程への外部意見の反映 

○今後も、教育課程編成委員会をはじめ、外部からの意見を積極的に収集

し、また学生の気質や学力の変化に対応した教育課程編成となるようＰ

ＤＣＡを回していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) キャリア教育の実施 

○キャリア教育の効果について、校友会の協力を得て卒業生に対して調査

する。 

 

 

 

 

 

 

(4) 授業評価の実施 

○自己点検・自己評価委員会において、学科単位で課題を見つけ、改善の方

策と検証を行っていく。 

○未確認の兼任講師には個別対応をする。 

３．成績評価・単位認定等 

(1) 成績評価・修了認定基準の明確化と適切な運用 

○成績評価及び単位認定は「学則」及び「履修に関する細則」に基準を規定し、学

生には、全体の基準を「学生生活ガイド」、各授業科目の評価方法を「講義要項」

に明記して周知している。 

○成績評価に必要な基準、手順は教務委員長や学科長会等において適宜検討し、

制定、見直しを行っている。 

○入学前の履修、他の高等教育機関の履修の認定については、「学則」及び「履修

に関する細則」、「入学前及び他の教育施設等における学修等の履修認定に関す

３．成績評価・単位認定 

(1) 成績評価・修了認定基準の明確化と適切な運用 

○特段の課題なし。 

 

 

 

 

 

 

３．成績評価・単位認定 

(1) 成績評価・修了認定基準の明確化と適切な運用 

○特段の課題なし。 
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る細則」に規定し、学生からの申請により適宜対応している。 

(2) 作品及び技術等の発表における成果の把握 

◯くすり・調剤事務科：年１回の日本チェーンドラッグストア協会セルフメデ

ィケーションアワードに毎年参加している。 

 

(2) 作品及び技術等の発表における成果の把握 

○学外の各種イベントにおける学生に発表に向け、教員が積極的に支援する。 

 

 

(2) 作品及び技術等の発表における成果の把握 

○学科運営計画に盛り込み、担当教員を定めて実行する。 

〇今後、学会等にて学生研究発表に挑戦する。 

４．資格・免許の取得の指導体制 

(1) 目標とする資格・免許の教育課程上での明確な位置付け 

○目標とする資格は、カリキュラム上に明確に定めている。また、関連する資料に

明記して、学生に周知している。 

○資格、検定によっては特別授業、受験対策講座、模擬試験等の受験対策指導を各

学科の「学科運営計画」に明確にして、計画的に行っている。 

(2) 資格・免許取得の指導体制 

○授業科目の教育内容に目標とする資格・検定試験等がある場合は、その試験領

域と整合がとれた教育内容とし、指導体制を整備している。 

４．資格・免許の取得の指導体制 

(1) 目標とする資格・免許の教育課程上での明確な位置付け 

〇学科運営計画、学生ガイドライン、シラバスでも明確に示されており、特段の課

題はない。 

 

 

 

(2) 資格・免許取得の指導体制 

○特段の課題なし 

４．資格・免許の取得の指導体制 

(1) 目標とする資格・免許の教育課程上での明確な位置付け 

○各資格試験において、受験対策指導プログラムの見直しと強化を図る。 

 

 

 

 

(2) 資格・免許取得の指導体制 

○特段の課題なし。 

５．教員・教員組織 

(1) 資格・要件を備えた教員の確保 

○教員は、専門学校設置基準及び法令等の指定基準に規定された条件を満たす教

員を確保している。採用の際に、要件（専門性・人間性・教授力・必要資格・実

務経験等）を確認している。 

○教員の知識・技術・技能レベルは、業界レベルに十分対応していると判断してい

る。 

○教員の採用においては、適宜、関連業界等と連携している。 

○常勤教員の採用計画・配置計画は、校務運営会議等で検討し、理事会において承

認されている。募集、採用手続き、昇格措置等については、法人本部の所管によ

り規程等で明確に定めている。 

(2) 教員の資質向上への取り組み 

○教員の教授力については、学生による授業アンケートを授業期ごとに実施し、

各自の教授力把握の一助としている。 

○専任の教員については、教員研修を学内で定期的に実施している。また、学外の

研修にも随時参加させている。校長と教務委員会が中心となって外部研修への

積極的参加を推進し、成果が出ている。 

○外部団体主催の研修案内を掲示及びサイボウズで全教職員に配信し、参加を呼

びかけ、教授力及び指導力の向上を図っている。 

○学科により、加盟学会や業界による研修を学科の「学科運営計画」の中で承認、

実施している。 

○教務委員会において、外部研修の受講費用を補助する「外部研修受講補助費」を

運用し、積極的な受講を促している。また、民間研修機関の法人会員登録を行い、

有料の研修を割引価格で受講できる仕組みを整えている。 

 

 (3) 教員の組織体制の整備 

○業務分担・責任体制は、学科内業務分担表や校務分掌等で定めている。 

○学校運営に関しては、「校務分掌」により各教員に複数の担務を割り振り、年度

当初の全教員会等において確認し、それぞれが協力して活動を行う体制として

いる。 

○各学科において、授業科目担当教員に対してカリキュラムにおける科目の位置

づけと目標について示している。 

○検定対策、各種講座の運営については、兼任講師にも協力を要請している。 

○教務委員会により、授業公開の仕組みが整備されている。 

○各学科においては、常勤教員と兼任講師間で必要な学生情報を共有して連携し

て指導している。 

５．教員・教員組織 

(1) 資格・要件を備えた教員の確保 

〇指定規則や設置基準に示された教員数は確保している。 

○実務経験者を「学生に分かりやすい授業」ができる教授力を備えた教員に育成す

ることが課題である。 

○欠員補充が前提のため、計画的な採用が課題である。 

 

 

 

 

 

(2) 教員の資質向上への取り組み 

○ベテラン教員のノウハウを授業見学やＯＪＴ、マニュアル化等と通じて若手教員

に伝承が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 教員の組織体制の整備 

○学科の縦割りにより学校全体でのスケールメリットが出にくい。組織体制の検討

が必要である。 

 

５．教員・教員組織 

(1) 資格・要件を備えた教員の確保 

○今後、定年を迎える教員がいることから、早期に代替者を確保していく。 

〇教員の育成については、内部のＯＪＴに加え、外部研修（東京都専修学校

各種学校協会「教職課程研修」等）に参加させ、ベテラン教員の授業見学

等を通じて育成していく。 

○優秀な教員人材を恒常的に確保できるよう、教員採用の応募期間を通年

エントリー制とし、人材確保を円滑に進める。 

 

 

 

(2) 教員の資質向上への取り組み 

○授業アンケートの集計結果の有効活用、授業見学、また各種研修参加とそ

の共有をはかり、資質向上に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 教員の組織体制の整備 

○教員により持ちコマ数の比率を均等化していくこと、またコマが持てな

い教員については、学内アドミニストレーションを多く担当するよう調

整していく。 
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【学校関係者評価】 

○教育目的、教育目標に基づいて各学科の教育目標を定めている。具体的な教育活動をそれぞれのカリキュラム、学科運営計画に示している。TPC の育成と強化を基本方針として教育目標の実現を目指している。 

○学則に基づき、体系的にカリキュラムの編成、見直しを行っている。 

○カリキュラムの編成は、教育課程編成委員会や本委員会の意見、提案などを参考に、職業実践教育の視点で検討している。 

○現場で求められる人材像の変化に対応するカリキュラムを創意工夫するように引き続き努めてほしい。 

 ●引き続き、教育課程編成委員会や本委員会での意見、提案をはじめ、外部意見を十分に検討してカリキュラムを編成していく。 

○必要な知識と技術を身につける前提に、本人の勉強に対する動機づけや気持ちの持続性があると思われるため、その仕組みの検討も引き続き行ってほしい。 

○すぐに使うことのできる知識や技術も大切であるが、社会に出て継続して学んでいく力や、折れない心も身につける教育に引き続き取り組んでほしい。 

●卒業後も自ら学びを継続していけるよう、学びの楽しさを体験する機会の提供に取り組んでいく。また、キャリア教育・社会人社教育の一環として、社会に出る心構えを身につける機会を提供する等折れない心を身につけられるような取り

組みを継続していく。 

○在学中に社会人としてのコミュニケーションスキルが身につくような授業の仕組みづくりに期待したい。 

○発表形式の授業は、自分の考えを人前で話すことの慣れが就職活動や仕事に役立つと言われている。引き続きの取り組みが望まれる。 

 ●授業で個人やグループの発表をする機会を設け、他者からフィードバックが本人の気づきや内省につながるような指導を行っていく。 

○高校の現場ではアクティブラーニングが進んでいる。2020年度からそれに慣れた生徒が卒業する。引き続きアクティブラーニングに注力していただきたい。 

 ●アクティブラーニング型の授業は、学生が主体的に取り組み、課題を解決する力を養うことが期待できる。従来型の授業形態にとらわれず、アクティブラーニングの手法を授業に取り組んでいく。 

○キャリア教育は、キャリアサポートプログラムにより行っている。 

○授業期毎の授業アンケートにより、学生による授業評価を実施し、授業の改善を図っている。 

○授業アンケートは良好な結果が出ている。 

○アンケート結果をより有効に活用するため、定期的な見直しにおいて、必要な改善を進めてほしい。 

 ●質問項目の改定を行った。今後検討が必要な修正事項の有無について確認をしていく。 

○成績評価及び単位認定は学則及び履修に関する細則に基準を規定し、適宜、見直しを行っている。学生には、全体の基準は学生生活ガイド、各授業科目の評価方法は講義要項に明記して周知している。 

○目標とする資格・免許はカリキュラム上に明確に定めている。また、学科運営計画、講義要項等に資格・免許とその指導体制を明確にして、指導、支援を計画的に行っている。 

○法令、基準等に規定された要件を満足する教員を採用、確保しており、教員は業界が求めるニーズ、レベルに十分対応している。 

○よい教育をするには、教育の教育力を上げていくことが大事である。研修の参加が増えていることを高く評価する。 

○授業公開を教務委員会の所管により行い、教員の資質向上に取り組んでいる。 

○授業公開は、兼任講師の参加について、さらなる拡大を引き続き期待している。 

●次年度も兼任講師も公開授業に参加できるようにし、授業の質の向上につながるように積極的に案内をしていく。 

○授業担当の教員を、学科を越えて割り振り、協力して学習指導にあたっている。また、校務分掌により、教職員が協力して学校運営を行っている。 

○各学科においては、専任教員と兼任講師が必要な学生情報を共有して連携・協力して指導を行っている。 
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基準４ 学修成果 
 

■点検中・小項目 

4-13 就職率 4-13-1 ■就職率の向上が図られているか 

4-14 資格、免許の取得率 4-14-1 ■資格・免許取得率の向上が図られているか 

4-15 卒業生の社会的評価 4-15-1 ■卒業生の社会的評価を把握しているか 

■点検結果：学修成果は、全ての点検小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．就職率 

就職率の向上 

○就職率は、専門学校教育の成果を示す重要な指標の一つと理解しており、目標

を設定し、その向上を図っている。 

○ＣＳＣにおいては就職率 97％を全体目標として設定し、目標を達成している。 

○学生は、学校求人を中心に活動しており、担任とＣＳＣ、企業との四者間の連携

を密にとり就職状況等の把握に努めている。 

○専門分野および関連業界への就職率は、教育成果を把握するための重要な指標

と位置づけている。 

○求人先と連携し学内明会を実施している。また、内定者懇談会や卒業生報告会

等を開催している。 

１．就職率 

就職率の向上 

○少数ではあるが、就業意欲の低い学生がおり就職活動を行わない学生への対応が

課題である。 

 

 

 

 

１．就職率 

就職率の向上 

○担任とキャリアサポートセンターが連携し個別にサポートしていく。 

 

 

 

 

 

２．資格、免許の取得率 

資格・免許取得率の向上 

○各学科において「学科運営計画」に資格・検定取得の数値目標を示し、その向上

を図っている。 

○学科毎に、資格・検定対策特別講座や勉強会の実施しているほか、検定前の集中

授業より資格・検定取得率の向上を進めている。 

○国家試験に対応する学科においては、1年次より、模擬試験、特別講座等、段階

的・継続的な学習プログラムを実施している。 

○医療事務分野の検定試験においては、領域毎の分析を行い、取得率の向上を図

っている。 

○資格・検定試験の、申込者数、受験者数、合格者数等をデータで管理している。 

２．資格、免許の取得率 

資格・免許取得率の向上 

○学生のモチベーションや基礎学力の差異に対応した指導法の工夫が求められる。 

 

 

２．資格、免許の取得率 

資格・免許取得率の向上 

○今後、学習アプリや模擬試験等の教材の工夫と、個々に応じた指導の導入

を検討する。 

３．卒業生の社会的評価 

卒業生の社会的評価の把握 

○企業訪問、実習訪問等の機会を利用し、卒業生の情報を収集している。 

３．卒業生の社会的評価 

卒業生の社会的評価の把握 

○卒業生の就業実態が把握できていない。 

○卒業生情報がデータベース化されていない。 

３．卒業生の社会的評価 

卒業生の社会的評価の把握 

○校友会と連携し、校友会報発行に合わせ就業実態調査を実施する。 

○卒業生情報の収集および共有化について具体計画を立て実施する。 

【学校関係者評価】 

○各学科の学科運営計画に就職達成率と就職指導目標を定め、キャリアサポートセンターと担任が連携、協力して学生の就職指導、支援を行っている。 

○専門分野の就職、就業環境を踏まえた学科特有の取り組みも進めている。 

○各学科の学科運営計画に資格・検定取得の数値目標、受験指導対策を明記して実施することにより、取得率の向上を図っている。 

○資格・検定取得は、専門学校教育の大きなテーマの１つであることから、その取り組みと成果を本校の強みとして謳えるように、引き続きしっかりと進めてほしい。 

●目標とする資格や検定の取得率を達成するため、課題の可視化等学習方法を工夫することによって、継続した学習習慣が得られるようにする。 

○卒業生は、就職先において高く評価され、多くの信頼を得ているが、職業実践教育の評価の観点からも、就業動向の定期的な把握が必要であり、訪問、面談をはじめ、Ｇメール等による調査も進めて、引き続き状況把握に努めてほしい。 

 ●CSC を中心に就職先との関係性強化をはかっている。卒業生の就業動向も就職先からの情報提供によってある程度把握できているが、より効率的な調査方法を検討する。 
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基準５ 学生支援 
 

■点検中・小項目 

5-16 就職等進路 5-16-1 ■就職等進路に関する支援組織体制を整備しているか 

5-17 中途退学への対応 5-17-1 ■退学率の低減が図られているか 

5-18 学生相談 
5-18-1 ■学生相談に関する体制を整備しているか 

5-18-2 ■留学生に対する相談体制を整備しているか 

5-19 学生生活 

5-19-1 ■学生の経済的側面に対する支援体制を整備しているか 

5-19-2 ■学生の健康管理を行う体制を整備しているか 

5-19-3 ■学生寮の設置などの生活環境支援体制を整備しているか 

5-19-4 ■課外活動に対する支援体制を整備しているか 

5-20 保護者との連携 5-20-1 ■保護者との連携体制を構築しているか 

5-21 卒業生・社会人 

5-21-1 ■卒業生への支援体制を整備しているか 

5-21-2 ■産学連携による卒後の再教育プログラムの開発・実施に取り組んでいるか 

5-21-3 ■社会人のニーズを踏まえた教育環境を整備しているか 

■点検結果：学生支援は、全て点検小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．就職等進路 

就職等進路に関する支援組織体制の整備 

○就職活動支援の専門部署として、ＣＳＣを設置している。 

○ＣＳＣと学科との協力体制を整えており、就職活動の状況は、ＣＳＣとクラス

担任で常時共有されている。 

○企業説明会等の実施を通し、関連業界との関係を深めている。 

○キャリアサポートプログラムにおいて、必要な情報提供を学生に提供している。 

○自己分析、履歴書の書き方、面接指導、筆記試験対策等のセミナーを実施してい

る。 

○個別相談を計画的に実施し、学生一人ひとりの状況把握に努めている。 

◯いつでも相談できる体制をＣＳＣで整えている。 

１．就職等進路 

就職等進路に関する支援組織体制の整備 

○社会の状況の変化に迅速に対応するため、学科とＣＳＣの連携を密にする。 

○連携企業・法人の拡大をはかる。 

○学生の特性、採用動向の変化に速やかに対応する。 

１．就職等進路 

就職等進路に関する支援組織体制の整備 

○ＣＳＣの企画・運営を通じて、学科とＣＳＣの連携をさらに密にする。 

○連携企業との関係強化と新規連携企業・法人の開拓を進める。 

○採用動向に関する情報を収集し、その対策と指導を的確に実施する。 

２．中途退学への対応 

退学率低減への取り組み 

○退学者の個別情報、年度別の退学に関する情報をデータで管理している。 

◯指導経過の記録は、個別に「学籍異動の記録」として記録し、保管している。 

○退学予防に役立てるため、「退学を回避できた事例の記録」を作成し、サイボウ

ズで閲覧可能としている。 

○各学科および学務課において、入学者数、退学者数、休学者数、在籍者数記録し

活用している。 

◯クラス担任と学科教員、保健室、学生相談コーナーとの連携も図っている。 

○学生委員会において、退学の兆候がある学生を早期に把握することを目的に、

退学防止調査を実施し、中途退学の要因、傾向、各学年における退学者数等を把

握している。 

○退学防止策として、入学時オリエンテーションを活用している。 

○学生相談コーナーを設け、毎週１回、カウンセラーを配置している。 

２．中途退学への対応 

退学率低減への取り組み 

〇退学の要因、傾向の把握に努める。 

○退学を回避するための相談体制やカウンセリング受講の強化が課題である。 

２．中途退学への対応 

退学率低減への取り組み 

○学生委員会において、退学に関するデータの分析と退学回避事例を共有

する。 

○欠席の目立ってきた学生に対し、早めの連絡等の策を講じる。 

○オンラインによる相談体制を継続する。 

○奨学金や休学等に関する情報提供体制を整える。 

 

３．学生相談 

(1) 相談体制の整備 

○授業期間中の週１回、学生相談コーナーを開設し、カウンセラーが相談にあた

っている。 

○学生相談コーナーの周知のため、新入生を対象に紹介の機会を設けた。後期か

３．学生相談 

(1) 相談体制の整備 

○学生相談コーナーを利用しやすくする整備が必要である。 

 

 

３．学生相談 

(1) 相談体制の整備 

○オンラインによる相談体制を継続し、また担任が必要と判断する学生の

利用促進をはかっていく。 
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らは Gメールでの開室状況案内や、相談申込フォームの運用を開始した。 

○相談記録は適切に保存され、学生相談コーナー活動報告書により概要が定期的

に報告されている。 

(2) 留学生に対する相談体制 

○学科教員、事務局員が連携して相談・支援にあたっている。 

○学務課に担当者を配置し、定期的に学習状況、生活状況等の確認を行い、奨学金

やアルバイト等に関する相談にあたっている。 

 

 

 

(2) 留学生に対する相談体制 

○増加する留学生への学習面、生活面、対人関係等体制のサポート体制整備が課題で

ある。 

 

 

 

(2) 留学生に対する相談体制 

○学科と事務局で情報を共有し、タイムリーなサポートを行っていく。 

○出席、学習、アルバイトの状況等に関して、教員、事務局、就職内定先へ

の連絡・情報共有を定期的に実施する。 

４．学生生活 

(1) 経済的側面に対する支援体制の整備 

○本校独自の奨学金制度を整備している。 

・入学時…ワセダ奨学生、特待生指定校奨学生、ＡＯ特待生、学びなおし・再進

学奨学生、看護科指定校奨学生、看護科特別奨学生、卒業生学費減免制度、親

族学費減免制度、外国人奨学生 

・入学後…川口学園奨学基金、川口記念奨学金、学習奨励奨学金 

○日本学生支援機構等、学外の奨学金制度を案内している。 

○高等教育の修学支援新制度の対象校となっており、対象者は支援を受けている。 

○大規模災害発生時及び家計急変時等に対応する支援は公的な奨学金制度の利用

を案内し 

ている。 

○学費の一括納入が困難な学生のために、分納・延納制度を整備している。 

(2) 学生の健康管理を行う体制の整備 

○学校保健計画を定め、学生等への保健指導体制を整備している。 

○入学・進級時に健康診断を実施し、結果を保管している。再検査・精密検査が必

要な場合は、対象学生に告知し、受診後の結果提出を求めている。 

○保健室に看護師を配置して健康相談等にも応じている。 

○校医に救急時の対応や保健相談を行っている。 

○保健室から保健室だよりを月に 1 回発行し、保健に関する啓蒙を行っている。 

○保健室の看護師と学生相談コーナーのカウンセラーが連携を図っている。 

(3) 学生寮の設置などの生活環境支援体制の整備 

○遠隔地から就学する学生に、安心できる住環境を紹介している。指定業者と提

携し、遠隔地の合格者に対して、管理体制やサービス内容・価格が明記された学

生寮のパンフレットを送付している。指定業者からは、入寮者の状況について、

定期的に報告を受けている。 

(4) 課外活動に対する支援体制の整備 

○サークルは、「サークル活動運営ガイドライン」に示した基準により設置を認め、

活動にあっては、活動申請および報告書の提出を義務づけている。 

○サークル活動は、学生委員長が所管し、補助金など支援体制を整備している。 

○ガイドラインを改定し、サークル活動の活性化を進めている。 

４．学生生活 

(1) 経済的側面に対する支援体制の整備 

○経済的事由を要因とする退学防止のため学費等の支援制度の拡充が望ましいた

め、学外の支援体制を探すことが課題である。 

○経済的に厳しい留学生が利用できる奨学金制度が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 学生の健康管理を行う体制の整備 

○特段の課題なし。 

 

 

 

 

 

 

(3) 学生寮の設置などの生活環境支援体制の整備 

○特段の課題なし。 

 

 

(4) 課外活動に対する支援体制の整備 

○サークル活動に興味を持つ学生が減少している。 

 

４．学生生活 

(1) 経済的側面に対する支援体制の整備 

○学外の経済的支援制度に関する情報収集と学内、教員、学生への周知をお

こなっていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 学生の健康管理を行う体制の整備 

○特段の課題なし。 

 

 

 

 

 

 

(3) 学生寮の設置などの生活環境支援体制の整備 

○特段の課題なし。 

 

 

(4) 課外活動に対する支援体制の整備 

○学生委員会を中心に、サークル活動の活性化をはかる。 

○掲示案内のほか、教職員も積極的に活動を支援していく。 

○４月のオリエンテーション時にサークル勧誘を行っていく。 

５．保護者との連携 

保護者との連携体制の構築 

○学生指導において保護者との連携は必要であり、ケースによっては保護者との

対話の機会を設けている。 

○必要に応じてクラス担任が保護者に連絡し、退学防止や学習意欲の向上に努め

ている。 

５．保護者との連携 

保護者との連携体制の構築 

○関与しない保護者への対応方法が課題である。 

５．保護者との連携 

保護者との連携体制の構築 

○各家庭の状況に応じた細やかな個別対応を進める。 

 

６．卒業生・社会人 

(1) 卒業生への支援体制の整備 

○校友会を組織し、定期的に会報を発行している。また、同窓会活動への補助を行

っている。 

○卒業生支援講座を校友会事務局が主体となり企画・運営している。 

○介護福祉科卒業生の「介護早稲田速記会」の立ち上げに向け広報機会を提供し

６．卒業生・社会人 

(1) 卒業生への支援体制の整備 

○校友会と連携し、卒業生の現況を把握する仕組みの整備が課題である。 

 

 

 

６．卒業生・社会人 

(1) 卒業生への支援体制の整備 

○キャリアサポートセンターを中心に卒業生との関係構築していく。 

○卒業生のキャリアアップに向けたニーズ把握を把握する。 
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た。 

(2) 産学連携による卒後の再教育プログラムの開発・実施への取り組み 

○関連業界・職能団体等と再教育プログラムについて共同開発等の実績はない。 

(3) 社会人のニーズを踏まえた教育環境の整備 

○科目等履修生制度を設け、社会人の受け入れ体制を整えている。 

 

(2) 産学連携による卒後の再教育プログラムの開発・実施への取り組み 

○本校の教育資源を活用できるプログラム提供ができていない。 

(3) 社会人のニーズを踏まえた教育環境の整備 

○短期・中期講座の実施について検討する。 

 

(2) 産学連携による卒後の再教育プログラムの開発・実施への取り組み 

○関連業界・職能団体等との具体的な協力関係構築を進める 

(3) 社会人のニーズを踏まえた教育環境の整備 

○附帯教育の充実をはかる。 

【学校関係者評価】 

○キャリアサポートセンターを設置し、学科との連携、協力体制を整えて、組織的な体制で学生の就職指導と活動支援を行っている。 

○学生の多くは、学校求人により就職活動を行っていることから、引き続き学生の希望に基づく求人先の確保・開拓に努めてほしい。 

○就職等進路に関する情報の共有を進めるとともに、個別対応に様々な努力を重ねている。 

○入試区分や入学動機の強弱、入学後の学習や学校生活への適応をはじめ、退学の原因は年によって傾向が異なるが、記録の整理、分析をしっかりと行い、情報共有の仕組みを積極的、効果的に利用して、引き続き防止活動を進めてほしい。 

●退学の兆候や退学防止の事例を学生委員会がまとめている。関連部署間の協力体制を一層強化し、調査・分析を継続し退学防止に努めていく。 

○担任による個別面談を軸に、学科長、学生相談コーナー、また保健室とも連携した四者による相談体制で学生の相談・援助に対応している。 

○留学生については、学務課および在籍する学科により適切な対応ができている 

○入学者に対して、各種の特待生、奨学金制度等により経済的な支援を行っている。在学生に対しては、公的な奨学金及び本校独自の奨学金、進級時の学習奨励奨学金、また、分納・延納制度を通した支援を行っている。 

○学校保健計画を定め、学校保健安全法に基づいて学生等への保健指導を適正に行っている。 

○保健室では、学生の病気、ケガの対応は勿論、保健相談も受けて学生の健康管理を行っている。また、学生の心身の健康が保てるように様々な啓蒙活動を行う他、必要に応じて学生相談コーナーとも連携して、メンタル面の不安を抱える学 

生の相談・援助にも対応している。 

○課外活動やボランティア活動の支援体制を整備して、必要な指導、支援を適切に行っている。 

○必要に応じて担任が保護者に連絡し、学生の情報を伝達し、意見交換を行うとともに、場合により面談などの機会を持つことで連携を図っている。 

○卒業後の支援については、相談者に対するキャリアサポートセンターによる就(転)職支援をはじめ、在学中の担任もさまざまな相談に随時応じている。 

○卒業後の相談とフォロー体制の充実は、学校選択の重要な観点でもあることから、引き続き前向きな取り組みに期待したい。 

○卒業生支援講座については、卒業生のニーズを把握し、内容の充実・強化に努めてほしい。 

 ●卒業生と接する機会を通じニーズの把握に努める。 

○Ｇメール等を活用した、（卒業生の状況が把握できるような）ネットワーク作りを進めてほしい。また、ネットワーク作りだけでなく、卒業生に対するフォローの強化も進めてほしい。 

 ●卒業生に対する転職相談や就職先のあっせん等は卒業生の個別の事情に合わせて今後も積極的に対応していく。 
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基準６ 教育環境 
■点検中・小項目 

6-22 施設・設備等 6-22-1 
■教育上の必要性に十分対応した施設・設備・教育用具等を整備している

か 

6-23 
学外実習・インターンシッ

プ等 
6-23-1 ■学外実習、インターンシップ、海外研修等の実施体制を整備しているか 

6-24 防災・安全管理 
6-24-1 ■防災に対する組織体制を整備し、適切に運用しているか 

6-24-2 ■学内における安全管理体制を整備し、適切に運用しているか 

■点検結果：教育環境は、全ての点検小項目基準を満足している。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．施設・設備等 

施設・設備・教育用具等の整備 

○施設・設備は、設置基準等に則り、整備されている。 

○施設・設備の整備については、「事業計画」に盛り込み対応している。 

○図書室の図書は、毎年度各学科に調査を行い、専門分野に応じて必要なものを

購入、配架している。 

○新型コロナ感染予防対策として、昼食場所の開放スペースを拡大した。 

○手洗い設備などの衛生管理は、メンテナンス会社に委託し、毎日行っている。 

○施設・設備、機器・備品等の管理、運営状況は適切である。専門教育に必要な設

備・機器は、経年劣化への対応はもちろんのこと、社会のニーズや教育内容、教

育方法の変化、発展に合わせて更新、改善できるように適切に管理している。 

○全館、ＬＥＤ化を行った。 

〇清掃、機械設備、衛生、消防設備等の保守、点検については専門業者に委託し、

円滑に実施している。 

◯機器、備品の故障への対応は日常的に行っている。精密機器等については、専門

業者にメンテナンスを依頼し対応している。 

○施設・設備の整備・改修、更新は計画的に実施している。特に視聴覚、IT 関連

の設備・機器については、年間の使用計画と予算に基づいて、毎年、定期的に可

能な限り最新のものに更新している。 

１．施設・設備等 

施設・設備・教育用具等の整備 

○各種機器、備品の入れ替えについて計画的に実施しており、特段問題はない。 

 

 

 

 

１．施設・設備等 

施設・設備・教育用具等の整備 

○整備計画どおりの執行ができるよう進めている。 

○施設・設備、機器・備品等の故障において、修理に時間を要するものがあ

り、複数年かけて予備機の充実を図る。 

２．学外実習・インターンシップ等 

学外実習、インターンシップ、海外研修の実施体制の整備 

○学外実習等は、各学科の教育計画に基づいて実施しており、外部の関係機関と

連携し、教育体制を整備している。 

○コロナ禍の影響が一部あったものの、ほぼ予定どおりに学外実習を実施した。 

○学外実習は、各学科の基準に基づき評価している。 

○学外実習等の教育効果については、「実習報告書」、「実習評価表」、「巡回指導記

録」により確認している。 

○医事系学科では、「継続的な就業体験に関する細則」に基づきインターンシップ

を実施している。 

○海外研修は実施していない。 

２．学外実習・インターンシップ 

学外実習、インターンシップ、海外研修の実施体制の整備 

○実習先については、入学生の居住地域、希望から新規の開拓が求められる。 

○インターンシップ生へのフォロー体制の強化が必要であり、教職員の巡回が必要

である。 

○実習機関の指導者との連絡・協議の機会が必要である。 

○学外実習終了後の実習総括について情報共有が必要である。 

２．学外実習・インターンシップ 

学外実習、インターンシップ、海外研修の実施体制の整備 

○学生のニーズに合った実習施設の開拓を進める。 

○インターンシップ生へのフォロー体制や実施後の成果を検証していく。 

○実習指導者との連絡・協議の機会を増やすために、巡回指導を強化する。 

○学外実習終了後の実習総括については、各学科における確認のプロセスは

明確に定める。 

 

 

 

３．防災・安全管理 

(1) 防災に対する組織体制 

○大規模災害や火災に対する「防災組織」、「緊急時対応マニュアル」、「緊急連絡網

（教職員・学生）」を整備し、非常用防災用備品を備え、必要に応じて見直して

いる。 

○防災・消防施設・設備の整備及び保守点検は法令に基づき行っている。消防設備

点検により指摘のあった箇所は速やかに改善を行っている。 

３．防災・安全管理 

(1) 防災に対する組織体制 

○災害発生時の多人数の学内待機や長期避難への対策が未整備であり、近隣との連

携、被災者受け入れも検討課題となっている。 

３．防災・安全管理 

(1) 防災に対する組織体制 

○行政、法人本部と調整の上、体制を整備していく。 
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○災害時用備蓄品等の購入計画を立て、予算化し、装備品等の整備を進めている。 

○防火管理者、施設管理責任者等の予防担当者を適切に配置し、必要に応じてそ

の任命を再確認している。 

○担当の教職員は必要に応じて防火管理者研修を受けている。 

○防災訓練は、法令及び「消防計画」に基づき毎年 1回実施している。また、記録

を作成している。 

○震災時のロッカー類の転倒に対して、主な個所の対策を行っている。 

○学生には年度初めのオリエンテーションにおいて学生生活ガイドの読み合わせ

による確認を行っている。 

○図書室には帰宅支援マップなどを購入して普段から防災について啓蒙してい

る。 

(2)学内における安全管理体制 

○警備員の立哨や防犯カメラの設置による防犯対策を講じている。 

◯学校安全計画は整備されていない。 

◯授業中に発生した事故等に関する対応マニュアルは作成していない。 

○防犯対策の一環で 2014年度より在学生のストラップ着用を開始している。 

○「防犯・事故等への対応について」を作成し、「学生生活ガイド」に記載している。 

○実習中に発生が予測される事故等への対応に関しては、学外実習を実施してい

る各学科において、過去の事例を踏まえた安全対策を実習の事前指導の中で周知

している。 

○学外実習等において事故が起こった際には迅速かつ適切に対応できるよう「実

習等の校外活動における安全管理の手順」を制定し、事故情報の正確な把握と、

被害者、本人、保護者等への対応経過の情報を共有すること、また事故の内容と

状況を把握・分析して、再発防止と予防対策に役立てることを規定、実施してい

る。 

(2)学内における安全管理体制 

○学校安全計画の作成、防犯体制の明確化、授業中の事故対応マニュアルが未着手

である。 

○実習時の事故防止対応について検討する。 

 

(2)学内における安全管理体制 

○リクスマネジメント活動に組織的に取り組む体制づくりを進める。 

○実習時の事故について、報告書基づき再発防止策を協議する。 

 

【学校関係者評価】 

○教育目的の達成と学生生活の充実に向け、計画的に施設・設備の整備、更新を行っている。 

○外部の関係機関と連携し、教育体制を整備して学外実習等を実施している。 

○実習先は、指定要件を満たし、教育目標を達成するために適切であるか検討して依頼している。学生の地域性や要件の緩和に対応した多種多様な実習先の新規開拓を引き続き行っている。 

○学外実習については、各学科において実習要項、指導要項、実習手引きなどを整備し、適切に運用している。 

○実習の評価は各学科それぞれの基準等により適正に行っている。実習指導者との懇談、意見交換も各学科の実情に応じて適正に行っている。また、教育効果についても、レポート、報告書などにより各学科においてそれぞれ確認している。 

○国家資格系学科を除いて、履修に関する細則及び継続的な就業体験に関する細則に基づき、在学生にインターンシップを承認し、実施している。 

○川口学園としての防災体制と建物全体の防災対策を整備し、大規模災害や火災に対する防災組織、緊急時対応マニュアル、緊急連絡網、非常用防災用備品と非常用食料を備えている。 

○防災訓練は、法令及び消防計画に基づき毎年 1 回、校内の手続きを経た上で適切に実施している。 

○必要な箇所に防犯カメラを設置するなどの防犯対策を講じている。 

○授業中、実習中、学校行事中、課外活動中などの事故（感染症を含む）については、入学時と進級時のオリエンテーション、キャリアデザイン、実習指導などの時間を利用して安全対策を周知している。 
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基準７ 学生の募集と受入れ 
■点検中・小項目 

7-25 学生募集活動 
7-25-1 ■高等学校等接続する教育機関に対する情報提供に取り組んでいるか 

7-25-2 ■学生募集活動を適切、かつ、効果的に行っているか 

7-26 入学選考 
7-26-1 ■入学選考基準を明確化し、適切に運用しているか 

7-26-2 ■入学選考に関する実績を把握し、授業改善等に活用しているか 

7-27 学納金 
7-27-1 ■経費内容に対応し、学納金を算定しているか 

7-27-2 ■入学辞退者に対し授業料等について適正な取扱いを行っているか 

■点検結果：学生の募集と受入れは、全ての点検小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．学生募集活動 

(1) 高等学校等への情報提供 

○「就職に強い」というキーワードの定着を第一に高校ガイダンスに参加して、教

育活動と就職実績とその支援体制について情報提供を行っている。 

○進路説明会・職業ガイダンス・模擬授業等、さまざまな形態の説明会に参加し、

情報を提供している。参加実績に基づくデータにより、効果分析を行っている。 

○本校主催による高等学校の教員に対する説明会は行っていないが、代理店開催の

教員説明会に参加している。また、高校を独自に訪問し、情報交換を行っている。 

○学科・コースが多岐にわたり、入学案内書だけでは十分な特徴を伝えられない

ため、別ツールとして学科独自のリーフレット等を作成している。 

○学校案内書は志願者をメインに制作しているが、教員、保護者にも対応できる

よう工夫している。 

○保護者対象のオープンキャンパスを実施して、より一層の理解に努めている。 

(2) 学生募集活動 

○出願受付期間は東京都専修学校各種学校協会の申し合わせに従った適正なもの

である。 

○志願者の問い合わせ・相談には、入学相談室のスタッフを中心に対応している。

オープンキャンパスでは教員と連携して相談に応じている。 

○オープンキャンパス参加者の情報を管理し活用している。 

○2023年度も対面型に加え、オンラインによるオープンキャンパスを開催した。 

○入学案内書、ホームページ等において、教育活動、学修成果等について、正確

に、わかりやすく伝えている。また、就職実績、資格・検定取得状況、卒業生の

情報も掲載し、高校ガイダンスやオープンキャンパスでのなど、さまざまな場面

で役立てている。 

○競合校の状況把握に努め、媒体、入試方法、奨学金制度等について見直しを図っ

ている。 

○媒体別の費用対効果、イベント別の参加者分析などを通じて募集計画を立てて

いる。 

○オープンキャンパスの実施内容、方法等について、各学科の募集担当教員と協

議の場を設け、検討・改善を図っている。 

○推薦、特待生、ワセダ奨学生、ＡО、一般入試など、志望者の状況に応じて多様

な試験・選考方法を取り入れている。 

○学費減免制度と連動し、優秀な志願者に応募してもらえるよう、入試方法を設

定している。 

◯学科の特徴に応じた入試方法を設定している。 

○次年度募集に向け、奨学生制度の見直しを行っている。 

１．学生募集活動 

 (1) 高等学校等への情報提供 

○高校教員、保護者のニーズに応じた情報を提供している。今後、業界への誤った

情報を修正するためのアクションが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 学生募集活動 

○相談体制については常に点検、改善が必要である。また相談内容の記録と参加履

歴を一元管理するデータベースが必要である。 

○定員充足に向けた具体的な対策が求められる。 

○データに基づいた効率的な募集媒体の選定とオープンキャンパス等の参加者の

出願率向上が課題である。 

 

 

１．学生募集活動 

(1) 高等学校等への情報提供 

○高校教員向けに、医療福祉系の人材ニーズ動向、ＡＩによる代替の可能性

について訪問を通じて訴求していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 学生募集活動 

○データの一元管理を進める。 

○オープンキャンパスへの動員対策を講じる。 

○在校生のヒアリングを通じて、入学案内書の改善を進める。 

○費用対効果から募集方法全体の改善を進める。 

 



xviii 

 

２．入学選考 

(1) 選考基準の明確化と適切な運用 

○入学選考は、「入学試験実施要領」に従い、厳格に実施している。 

○特待生、奨学生の選考にあたっては、特待生・奨学生選考委員が選考を行い、厳

格に実施している。 

(2) 入学選考に関する実績の把握と授業改善等への活用 

○毎年の出願者数、受験者数、試験結果、合格者数等の入学者選考に関するデータ

は、過年度のデータとともに学生募集活動に役立てている。 

○募集日報データを管理し、出願者数の予測に役立てている。 

○入試に関する各種データを管理し活用している。 

○出願者の入学前の学修状況を把握し、授業方法の工夫に役立てている。 

２．入学選考 

(1) 選考基準の明確化と適切な運用 

○特段の課題なし。 

 

 

(2) 入学選考に関する実績の把握と授業改善等への活用 

○特段の課題なし。 

 

 

２．入学選考 

(1) 入学選考の明確化と適切な運用 

○特段の課題なし。 

 

 

(2) 入学選考に関する実績の把握と授業改善等への活用 

○特段の課題なし。 

３．学納金 

(1)学納金の算定 

○学納金は、原価をもとに算定し、他校の実態と社会情勢を踏まえて検討し、校務

運営会議において決定して、理事会・評議員会の承認を得ている。 

○学納金等徴収する金額は全て募集要項に明記している。 

(2) 入学辞退者に対する授業料等の取扱い 

○入学辞退者に対する授業料の返還の取扱いは「学則」に規定し、募集要項に明記

して、学内規定に基づいて適正に処理している。入学辞退者には所定の手続きに

より、入学金、検定手数料を除く学費を返還している。 

３．学納金 

(1)学納金の算定 

○特段の課題なし。 

 

 

(2) 入学辞退者に対する授業料等の取扱い 

○特段の課題なし。 

３．学納金 

(1)学納金の算定 

○特段の課題なし。 

 

 

(2) 入学辞退者に対する授業料等の取扱い 

○特段の課題なし。 

【学校関係者評価】 

○本当にやりたい仕事があれば専門学校の方が向いている場合も多々あることを高校の先生にも理解していただけると、将来の選択肢が広がっていくと思う。 

○苦戦を強いられている入り口の募集状況が、教育の中身や出口の部分にも影響してくると思うので、新たに創設された募集委員会を中心に検討してほしい。 

○「就職に強い専門学校」をキーワードとしたＰＲ活動を行っており、代理店の主催による高校ガイダンスを中心に、教育活動と就職実績とその支援体制を中心に情報提供を行っている。 

○進路説明会・職業ガイダンス・模擬授業等、さまざまな形態の説明会に参加して情報を提供している。 

○学生募集は、東京都専修学校各種学校協会の申し合わせに従った適正なものである。 

○志願者の問い合わせ・相談には入学相談室、オープンキャンパス等の説明の機会には入学相談室と学科教員が協力・連携して、問い合わせ・相談に応じている。 

○体験入学やオープンキャンパスは、毎年度の状況を踏まえて、実施日程や内容の見直しを適切に行っている。 

○高校における専門学校の理解や認識が必ずしも進んでいない。学科ごとに、仕事内容、雇用形態、卒業生の様子、企業の評価などの情報提供をもっと工夫してほしい。 

 ●専門学校の魅力を伝えていくために、本校の強みである就職の強さと業界とのつながりの厚さを訴求し、専門学校への理解を深めてもらうように努める。特に重点校を中心に高校訪問を行い、信頼関係を構築していく。 

○募集活動の強化が今後の課題である。多様化する学生のニーズを捉え、授業の仕組みづくりに取り組んでもらいたい。 

 ●多様化する学生の受け入れを可能とする体制づくりに取り組んでいる。 

○募集を増やしていくには、卒業生との関わりが大事である。卒業生との関わりを募集に繋げる方法を検討してほしい。 

 ●オープンキャンパスで卒業生に体験談を語ってもらう等、入学後のみでなく卒業後のイメージを具現化する取り組みを進めている。 

○学則及び入学資格及び入学手続などに関する細則に基づき、すべての学科が入学試験実施要領に従って、適正かつ公平、公正に入学選考を実施、管理している。 

○入試データを適切に把握、利用しており、指定校の見直しや指定校推薦入試の強化など、毎年度の状況を踏まえた上で改善に取り組んでいる。 

○学納金は、校務運営会議において決定し、理事会・評議員会の承認を得ている。社会情勢を踏まえて毎年、検討を重ね、必要に応じて改定しており、妥当なものである。 
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基準８ 財 務 
■点検中・小項目 

8-28 財務基盤 
8-28-1 ■学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか 

8-28-2 ■学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析を行っているか 

8-29 予算・収支計画 
8-29-1 ■教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定しているか 

8-29-2 ■予算及び計画に基づき適正に執行管理を行っているか 

8-30 監査 8-30-1 ■私立学校法及び寄附行為に基づき適正な監査を実施しているか 

8-31 財務情報の公開 8-31-1 ■私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか 

■点検結果：財務は、全ての点検小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．財務基盤 

(1) 学校及び法人運営の中長期的な財務基盤 

○応募状況の推移については、学科ごとに把握している。収支バランスは応募状

況により変動があり、一定ではない。 

○収支状況により、学生募集、人件費率、施設設備費等について対策を立ててい

る。 

(2)学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析 

○法人本部で財務分析が行われており、償還計画等についても法人本部で把握し

ている。 

○キャッシュフローの状況を示すデータは作成している。教育研究費比率、人件

費比率の数値は適切である。コスト管理を適切に行っている。 

○収支については予算や前年実績との比較・分析を行っている。 

１．財務基盤 

(1) 学校及び法人運営の中長期的な財務基盤 

○応募状況を安定させ、継続的に収支差を確保する。 

○事業計画どおりの募集結果が出ない場合の速やかな計画の見直し。 

 

(2)学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析 

○財務改善に向け、中期計画に従った収入を確保する。 

１．財務基盤 

(1) 学校及び法人運営の中長期的な財務基盤 

○安定した応募状況が続くよう教育内容、就職実績、学生サービスの充実を

図る。 

 

 

(2)学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析 

○健全な学校運営に向け中期計画の実行と見直しを行う。 

 

２．予算・収支計画 

(1) 単年度予算、中期計画の策定 

○理事会で決定した予算編成方針に基づき専門学校部門の予算を編成している。 

○予算は学校全体の事業計画と各学科、事務局各部署、委員会の年間運営計画に

基づいて編成している。 

○予算編成は、前年実績を大枠に各学科、事務局各部署、各委員会の積み上げによ

り原案を作成後、全体を調整している。 

○新規事業に対しては予算要求シートを作成し、管理部門と折衝し、予算化して

いる。 

○中期計画に沿い、事業計画、学科運営計画への落とし込み、予算化している。 

(2) 執行管理 

○予算は学校全体の事業計画と各学科、事務局各部署、委員会の年間運営計画に

基づいて確実に執行している。 

○予定外の事態により予算超過の恐れがある場合は、稟議書等により、予備費か

ら充当するなどの措置講じている。 

○執行状況は理事会、評議員会等に報告し、承認を受けている。予算執行状況は月

ごとに管理部門で取りまとめ、データにて提供されている。 

２．予算・収支計画 

(1) 単年度予算、中期計画の策定 

○収支改善が求められる。 

 

 

 

 

 

(2) 執行管理 

○特段の課題なし。 

２．予算・収支計画 

(1) 単年度予算、中期計画の策定 

○中期計画および事業計画を反映するよう予算編成を行う。 

 

 

 

 

 

(2) 執行管理 

○特段の課題なし。 

３．監査 

適切な監査の実施 

○法人本部の所管により、外部監査は公認会計士による会計監査を適切な時期に、

適正に実施している。また、内部監査は監事と内部監査室により実施している。 

○外部監査人と監事との意見交換の場を設定している。 

３．監査 

適切な監査の実施 

○特段の課題なし。 

３．監査 

適切な監査の実施 

○特段の課題なし。 

４．財務情報の公開 

財務情報公開体制の整備と適切な運用 

○法人本部の所管により、私立学校法に基づいて体制を整備し、「川口学園情報公

開取扱要項」を定め、要項に基づいて実施している。法人本部事務局に「財産目

４．財務情報公開 

財務情報公開体制の整備と適切な運用 

○特段の課題なし。 

４．財務情報公開 

財務情報公開体制の整備と適切な運用 

○特段の課題なし。 

 



xx 

 

録」、「貸借対照表」、「収支計算書」、「事業報告及び監査報告書」を備え付け、閲

覧に供しているほか、ホームページでも公開している。 

【学校関係者評価】 

○収支状況については、法人本部が適切に管理している。 

○主要な財務数値は推移を正確に把握し、理事会、評議員会等に報告し、承認を受けている。 

○予算・収支計画については、事業計画と各部門の年間運営計画に基づいて適切に編成、執行、管理している。 

○2021年度に 2022 年度～2026年度の「中期計画」が策定された。 

○法人本部の所管により、公認会計士による外部監査及び監事と内部監査室による内部監査を適切な時期に、適正に実施している。 

○財務情報は、法人本部の所管により、私立学校法に基づいて体制を整備し、川口学園ホームページの「事業報告」において公開している。 

○本校の情報公開用ホームページを川口学園ホームページにリンクさせている。 
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基準９ 法令等の遵守 
■点検中・小項目 

9-32 
関係法令、設置基準等の

遵守 
9-32-1 ■法令や専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営を行っているか 

9-33 個人情報保護 9-33-1 ■学校が保有する個人情報保護に関する対策を実施しているか 

9-34 学校評価 

9-34-1 ■自己評価の実施体制を整備し、評価を行っているか 

9-34-2 ■自己評価結果を公表しているか 

9-34-3 ■学校関係者評価の実施体制を整備し、評価を行っているか 

9-34-4 ■学校関係者評価結果を公表しているか 

9-35-

1 
教育情報の公開 9-35-1 ■教育情報に関する情報公開を積極的に行っているか 

■点検結果：法令等の遵守は、全ての点検小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．関係法令、設置基準等の遵守 

適正な学校運営 

○各種法令や専修学校設置基準を遵守し、適正な運営をしている。 

○教育基本法、学校教育法、専修学校設置基準を基本に、設置学科に関係する諸法

令を遵守している。 

○寄附行為、学則等を監督官庁に届出て認可を得ている。 

◯公益通報者保護法に基づく内部通報規程を制定している。 

○学則変更届、介護福祉士等養成施設報告書、看護師等養成所報告などの変更承

認申請や届け出を適切に行っている。 

○組織運営規程に基づいて、ハラスメント防止委員会を設置し、対応マニュアル

を策定して適切に運用している。 

○コンプライアンスに関する相談受付窓口は法人本部で対応している。 

○法令遵守の意義と必要性を、年度初めに教職員に説明し啓発している。 

○学生への法令遵守の重要性について、「学生生活ガイド」を利用し、オリエンテ

ーションにおいて周知している。また、メールや掲示で啓発している。 

１．関係法令、設置基準等の遵守 

適正な学校運営 

○法律や制度改正により生じてくる申請・届出等に対して遺漏なきよう対応する。 

 

１．関係法令、設置基準等の遵守 

適正な学校運営 

○監督官庁等の指導に従い適正に運営するとともに、内部監査室によるチ

ェックも実施していく。 

 

 

２．個人情報保護 

個人情報保護に関する対策 

○個人情報については、学校法人全体の取り組みとして各種情報の保護対策をと

っている。 

○学校法人全体として「個人情報保護に対する基本方針」を定め、個人情報管理委

員会を組織して、個人、部署、部門毎に漏れの無いように取り組んでいる。 

○個人情報に係る書類は施錠できるキャビネットで管理している。 

○教員情報データへは、アクセス権限者を定め管理している。 

○「個人情報保護に対する基本方針」を学生募集要項、学籍簿などに明示してい

る。 

○進入教職員には研修内で個人情報保護について扱っている。 

○学生には、オリエンテーションにおいて、ネット利用の注意点等について担任

より指導している。 

○学生委員会用のメールを活用し、ＳＮＳ利用に関する注意喚起を行っている。 

２．個人情報保護 

個人情報保護に関する対策 

○定期的な啓蒙・啓発活動を行う。 

 

２．個人情報保護 

個人情報保護に関する対策 

○学生への啓蒙・啓発を定期的に行う。 

３．学校評価 

(1) 自己評価 

○「学則」及び「自己点検・自己評価の実施に関する細則」等を整備し、私立専門

学校等評価研究機構の定めた基準に基づき、毎年、自己点検・自己評価を実施し

ている。 

３．学校評価 

(1) 自己評価 

○効率的な点検・評価の仕組みの構築が必要である。 

 

 

３．学校評価 

(1) 自己評価 

○より効率的な評価ができるよう手順や作業分担を検討していく。 
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○毎回の点検・評価結果に基づき、課題を抽出して、学科運営計画に反映させるな

ど、改善に取り組んでいる。 

(2)自己評価結果の公表 

○自己点検・自己評価結果は、職業教育評価機構の定めた報告書に取りまとめ、毎

年、学内外に公表している。 

(3) 学校関係者評価 

○学校関係者評価は、文部科学省ガイドラインに従って、規定、組織体制を整備

し、設置学科に関連する業界関係委員等を適切に選任して実施している。 

(4) 学校関係者評価結果の公表 

○学校関係者評価報告書を毎年、学内外に公表している。 

 

 

(2)自己評価結果の公表 

○特段の課題なし。 

 

(3) 学校関係者評価 

○特段の課題なし 

 

(4) 学校関係者評価結果の公表 

○特段の課題なし 

 

 

(2)自己評価結果の公表 

○特段の課題なし。 

 

(3) 学校関係者評価 

○特段の課題なし 

 

(4) 学校関係者評価結果の公表 

○特段の課題なし 

４．教育情報の公開 

教育情報に関する情報公開 

○学校の概要、教育内容等について、学校案内の他、ホームページに掲載して公表

している。 

４．教育情報の公開 

教育情報に関する情報公開 

○特段の課題なし 

４．教育情報の公開 

教育情報に関する情報公開 

○特段の課題なし 

【学校関係者評価】 

○教育基本法、学校教育法、専修学校設置基準を基本に、設置学科に適用される法律等をはじめ、関係する諸法令を遵守し、適正な運営をしている。 

○組織運営規程に基づいて、ハラスメント防止委員会を設置し、対応マニュアルを策定して適切に運用している。事務局に相談窓口担当者を配置し、必要に応じ委員会の相談員が対応する体制を整備している。 

○コンプライアンスについては法人の「公益通報者保護法に基づく内部通報規程」により、外部に相談受付窓口が設けられている。 

○個人情報保護に対する基本方針に基づき、学校法人全体の取り組みとして個人情報をはじめとした各種情報の保護を行っており、部署、部門毎に漏れの無いように取り組んでいる。 

○学生には、特にＳＮＳについて、個人情報保護、プライバシー保護、守秘義務等の観点からの注意喚起が引き続き求められる。 

 ●「学生生活ガイド」に個人情報の取扱いに関する事例等を掲載し、注意喚起を掲載している。個人情報保護について入学時に書面による同意書の提出を求めている。 

○2004年度以降、私立専門学校等評価研究機構の評価基準を用いて、本校の教育活動と学校運営に対する自己点検・自己評価を毎年実施している。 

○点検・評価結果に基づく課題は、校務分掌や学科運営計画に反映させるなど、改善活動にも積極的に取り組んでいる。 

○点検・評価の結果は報告書にまとめ、ホームページに掲載して、広く社会に公表している。 

○公表の仕組みについて、常に検討して公表している。 

○評価のまとめに関して、より効率的な作業分担を検討しながら取り組んでいる。 

○ホームページに掲載する内容について、検討したうえで公表している。 

○2013年度より学校関係者評価委員会を年３回開催して、本校の教育活動と学校運営等に対する学校関係者評価を行っている。 

○学校関係者評価委員会の結果は学校関係者評価報告書にまとめ、報告書に示した意見・課題に対する改善の進め方を明確にした上でＰＤＣＡサイクルによる改善を行っている。 

○報告書と議事録、課題改善の進め方はホームページに掲載して、広く社会に公表している。 

○ホームページに文部科学省ガイドライン及び職業実践専門課程の認定要件に要求されている全項目の情報を掲載して、校外に公表している。また、高等教育の修学支援新制度の要件に関する全項目も掲載して公表している。 
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基準１０ 社会貢献・地域貢献 
■点検中・小項目 

10-36 社会貢献・地域貢献 
10-36-1 ■学校の教育資源を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか 

10-36-2 ■国際交流に取り組んでいるか 

10-37 ボランティア活動 10-37-1 ■学生のボランティア活動を奨励し、具体的な活動支援を行っているか 

■点検結果：社会貢献は、全ての小項目基準を満たしている。 

 

現状の取組状況 総括 課   題 今後の改善方策 

１．社会貢献・地域貢献 

(1) 教育資源を活用した社会貢献・地域貢献 

○地域に対しては、例年、豊島区と連携して生涯学習講座を実施している。 

○玄関にＡＥＤを設置している。 

○地域連携として町内会行事への参加を進めた。 

○2023 年１月に離職者等再就職訓練「医療調剤事務科」を受託した。東京都再就

職訓練「介護福祉士養成科」は 2021年度から委託を継続している。 

○ゴミの分別や照明器具のＬＥＤ化による節電、冷暖房の設定温度調節、使用済

みペンのリサイクルにより、エコ活動に取り組んでいる。 

(2) 国際交流 

○外国人留学生の受け入れを積極的に進めている。また地域における文化交流会

に参加している。 

１．社会貢献・地域貢献 

(1) 教育資源を活用した社会貢献・地域貢献 

○教職員、学生を含めた学校全体で地域連携に取り組みが必要である。 

 

 

 

 

 

 

(2) 国際交流 

○学内における外国人留学生と日本人学生の交流の場を継続していく。 

１．社会貢献・地域貢献 

(1) 教育資源を活用した社会貢献・地域貢献 

○社会・地域のニーズを十分に把握し、地域の一員として活動に参加してい

く。 

 

 

 

 

 

(2) 国際交流 

○学園祭での交流機会を立案する。 

２．ボランティア活動 

ボランティア活動の奨励と支援 

○学生委員会に活動の窓口を設置し、組織的な支援体制を整備している。 

○ボランティアサークルを立ち上げたが申込者はいない。 

○学生生活ガイドにボランティア活動について案内している。 

○町内におけるボランティア活動について、地域のコーディネーターの協力を得

て取り組みを開始した。 

○報告があったボランティア活動については、結果を学科長会議内で共有してい

る。 

２．ボランティア活動 

ボランティア活動の奨励と支援 

○ボランティア活動に興味を持ちスムーズに参加できる環境を整える。 

 

２．ボランティア活動 

ボランティア活動の奨励と支援 

○学生のボランティア活動を立ち上げるため、まず教職員が地域社会との

連携に関わり、本校のボランティア活動の土壌をつくっていく。 

○学生、教職員にボランティア募集情報を配信し、参加を呼びかけていく。 

【学校関係者評価】 

○学生委員会による情報集約と登録、紹介、活動状況の把握を行っている。 

○ボランティア活動は人材育成の視点から有意義なものであるため、さらに仕掛けを工夫して奨励してほしい。また、学校で単位認定されることもしっかり告知して活動を支援してほしい。 

 ●学校内のみでは得られない貴重な学びを得られる機会となることを理解させ、推奨していきたい。 

○ボランティアについても、ぜひ学校を挙げて進めていただきたい。 

 ●まず教職員が地域社会との連携に関わり、本校のボランティア活動の土壌を作っていきたい。 

 

  

 


